
書式第 12号 (法第28条関係)

平成 30年度 事 業 報 告 書

特定非営利 動法人 HANDS (Health and Deve looment Service)

1 事業の成果

平成 30年度も、保健医療の仕組みづくりと人づくりを通じて、世界の人びとが自ら健康を守ること

ができる社会の実現を目指 し、ケニア、パプアニューギニア、シエラレオネそして日本を含む 4か

国でプロジェク ト、調査、勉強会などを実施、開催 した。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【53,610】 千円)

事 業 報 告 用

定款
さ
事

に記載
れた
業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

(1)

人口・保健医療
分野における国
際保健医療協力
専門家及びリー
ダーの養成

今年度は該当事業の実施
がなかった。

0

(2)

途上国のニーズ
に合致する良質
な国際保健医療
協力技術協カプ
ロジェクトの升多成
と実施

ケニア国のケリチョー県で、医
療システムが十分に整備され
ていない農村地域住民の健
康を守る保健ボランティアの
育成と、子どもたちの栄養改
善をは力る活動を実施しブt

通年

ケニア国

ケ リチ ョ

ー県

9人

対象地域

の 保 健

局、教育

局、農業

局職員、

保健ボラ

ン テ ィ

ア、地域

住民

約
66,000
人

26,552

パプアニューギニア国のエン
ガ州で、地域住民が保健の重
要性を認識するための活動
と、医療が届きにくい地域ヘ
のモバイルクリニックが機能す
るための活動を実施し,電

通年

パプアニ

ューギニ

ア国エン

ガ州

4人

対象地域

の保健局

職員、村

落保健ボ

ランティ

ア研修受

講者、地

域住民

約
30,000
人

21,416

ケニア国のケツチョー県の小
学校とコミュニティで、自然と
調和した生活を意識的に選択
できる人材を育て、アグロフォ
レストリーを普及する活動を実
施した。

平 成 31

年 1月 15

日か ら令

和元年 6

ケニア国

ケ リチ ョ

ー県

3人

対象地域

の 保 健

局、教育

局、農業

約
66,000
人

1,634



月 30日 局職員、

保健ボラ

ン テ ィ

ア、地域

住民

シエラレオネ国で、小学校で
子どもたちが野菜と一緒にモ
リンガの木
ガ・スクー
り、そ で

リンガの葉を に加え
ることで子どもたちの
善する活動をしL

平 成 31

年 4月 1

日から令

和元年 6

月 30日

シエフレ

オネ国カ

ンビア県

3人

対象地域

の 小 学

生、保健

局、教育

局、農業

関 局 係

者、地域

住民

0右
不υ

40,000
人

1,312

(3)

途上国における
総合的な保健医
療開発に関する
調査及び協力方
法の開発

平成25年度NGO墓携無償資
金協力事業(以下、「N連」)に
より2年間ケニア国で実施した
|ヘルスケアシステムの強化

行い 31 JICA草
しくはNも

連への め 、
の 定と に必要

な 目 ―夕の と分析
し、 ロ

|ェ
クト開始に向けた

準備を実施した。

平 成 30

年 7月 1

日か ら平

成 30年

12月  14

日

ケニア国

ケ リチ ョ

ー県

3人

対象地域

の 保 健

局、教育

局、農業

関 局 係

者、地域

住民

約
66,000
人

1,132

(4)

国際保健医療協
力に関わる情報
や資料の作成と
提供

HハDSが実施するプロジェク
トを紹介する紙媒体、オンライ
ン媒体の製作、更新、イベント
ヘの出展などを行った。

通年 日本 3人

HAWS支

援者、イ

ベン ト参

加者約、

オンライ

ン媒体に

アクセス

した一般

市民

多数 79

(5)

国際保健医療協
力に対する理解
を高めるアドボ
カシー

平 成 30

年 12月

12 日 ～

14日

日本 2人

会議参加

者
約 450人

1,484

JICAの課遷ヨI」本邦研修「公衆
衛生活動による母子保健強
化」等において、母子手帳に
関する講義について講師派
遣を定期的に行っブL

平 成 30

年 9月 21

日、平成

30年 11

月 14日 ,

日本 4人

課題別本

邦研修参

加者 約 50人

モ ] ン

ン 作

30 12 にタ
11



平 成 30

年 12月 4

日 ～  5

日、平成

31年 2月

8日 、令

和元年 6

月 24日

^ウ26 日

国際保健の課題や重要性を、
途上国でのプロジェクト活動
の知識や経験を通し、勉強
会、イベントや各種メディアを
通して広く社会に伝えた。

平 成 30

年 11月 7

日、平成

31年 2月

17、 令和

元年 5月

24 日

日本 3人

勉強会参

加者、イ

ベン ト参

加者 約 600人

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【   01千 円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)

本年度は実施しなかっえ、



決 算 報 告 書

自 平成30(2018)年 7月 1日

至 令和1(2019)年 6月 30日

特定非営利活動法人

HANDS(Health and Development SeⅣ ice)

第19期



書式第 13号 (法第 28条関係 )

平成30(2018)年度 活動計算書 (そ の他事 ブ)ヾ +日
″万 口い

2

平成30(2018)年 7月 1日 から令和1(2019)年 6月 30日 まで

特定非営利活動法人 HANDS

0

3,260
0

4,130
135,042

1,540

2)そ
外注費
広告宣伝費
交際費
会議費
通勤交通費
旅費交通費
通信運搬費
修繕費

事 業 報 告 用

目 金   額 小計・ 合計

1 受取会費
正会員受取

____重塾五全員受 費

費

会

会

取
610,000
84,000

機‖ぶ海

2 受取寄附金
_____重重重型壁全 6,409,082

0,400,082

3 受取助成金等
受取補助金

___受 取助成金
25,140,817
7.349.250

舞 輛 ,007

(1)途上国のニーズに合致する良質な国際保健医療協力技術協カプロジェ
ク トの形成 と実施 事業収益
(2)途上国における総合的な保健医療開発に関する調査及び協力方法の開
発 事業収益
(3)国際保健医療協力に関わる情報や資料の作成 と提供 事業収益
(4)国際保健医療協力に対する理解を高めるアボ ドガシー 事業収益

4 事業収益

21,794,159

907.004

2.■1,I彗

5 その他の収益
協賛金等収益
銀行利息・為替差益

三二_二整収入_

294,000
184,388
78,988

“

7.3麗

主_収 益 計 62.851.688
3】 経 常 費 用

21,670,462
0

2,020,352
249,173

4贈 .鮨1:

382,438
7,664,577
2,866,346
1,220,171
298,416
314,847

2,173,047
182,803
113,717
104,367
357,150
709,342

8,604,989
1,097,282
1,766,460
1,815,004

困 .6■.9騎
交際費・会議費
通勤・旅費交通費
賃貸料 (リ

ース・家賃 )

保険料
印刷製本費
通信運搬具
消耗品・備品費
修繕費
水道光熱費
広告・イベン ト開催費
外注・委託費
支払手数料
研修費
為替差損
減価償却費

2 の

そ の 事

(1)

厚 生

給料手当
役員報酬
法定福利費

53.“■913
曹理費

0

1,446,972
178,050

7.650

1,032.672(1)人件費
役員報酬
給料手当
法定福利費
福利厚生費



消耗品
備品事務費
光熱給水費
新聞図書費
諸会費
諸手数料
設備 リース料
印刷製本費
保険料
諸謝金
地代家賃
事業費
租税公課
減価償却費
賃借料
為替差損

174,947
21,301
46,000
1,310

13,350
3,093

0

77,059
0

626,300
313,300

0

844,050
0

240,000
0

0
‐4綱隣 249
57.958.192

当 期 経 常 増 減 額 【A: B 4,893,496

D

C D ・ ・ ・ ②

絶_二|_莉 当 期 正 味 財 層 , 瀾 (1)+②  ・・・ ③ 4.893.496

正

法人税、 0
-22.404.343

k期 繰 越 正 味 財 産 | )一 a 〉+( -17.510,847

1期 経 常 外 増 滅 箱

①



書式第 15号 (法第 28条関係 )

平成30(2018)年度 貸借対照表
令和1(2019)年 6月 30日 現在

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 HANDS

令   箱 小計・ 合計

A
1

現金預金
未収金
前渡金
前払費用

2
1

車両運搬具

2 そ

42,994,531
0

69,300
876,620

6.674

一 _紀 〔

“

17認5‐

7,388,745
317.263

■■海
=α

B‐

【A】 資 産 合 計 ①+② 51.653.133

-1 の

1

未払金

預 り金

2

長 入 金

+

4,536,158
281,772

33.614.695
駁■4認 館 5

30,731.355
.3L731.碩爆

69,163.980
B-2 正 の

正 産 額

正味財産

-22,404,343

4,893,496
-17.510.847

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 51.653.133

[」

: 針



式第 16号 法 28

平成30(2018)年 度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人HANDS

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人会計基準協議会)

によっています。

(1)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。

(2)消費税等の会計処理
消費税の会計処理は、税込方式によっています。

2.事業別損益の状況

円 )

科 目 プロジェク トの形
成と実施事業

調査及び協力方
法の開発事業

情報や資料の作
成と提供事業

アボ ドガシー事
業

事業部門計 管理部門 合計

0

2,843,074

32,490,067
0

8,988

0

0

0

21,794,159
180,789

694,000

2,687,808

0

0

0

0

0

1,201,004

694,000
6,409,082

32,490,067
21,794,159
1,390,781 73,59

694,000
6,409,082

32,490,067
21,794,159
1,464,380

35,342.129 21,974,948 3,381,808 2,079,204 62,778,089 73,599 62,851,688

11,597,248

0

1,443,664
131,925

10,073,214
0

576,688

117,248

21,670,462
0

2,020,352
249,173

1,446,972
0

178,050
7,650

23,117,434
0

2,198,402
256,823

13,172,837 10,767.150 23,939,987 1,632.672 25,572,659

107,626

4,700,522
1,488,591
1,004,931

298,416
157,593

1,564,519
55,084

48,196
29,877

253,111

449,288
4,520,434

838,642

1,097,282
1,291,228

32,326
2,160,030
1,377,755

215,240
0

154,100
605,288
127,719

65,521
74,490

104,039
178,945

4,084,555
927,818

0

94,301

０

）

486
059

0

0

0

154

240
0

0

0

0

242,

803,

3,

3,

382,438
7,664,577

2,866,346
1,220,171
298,416

314,847
2,173,047

182,803

113,717
104,367
357,150

709,342
8,604,989

1,766,460

1,097,282
1,815,004

130

582

300

0

059
895

248
0

000

260
0

093

0

0

0

010

4,

136,

553,

77,

209,

196,

46,

3,

3,

1,485,

386,568
7,801,159
3,419,646

1,220,171
375,475
524,742

2,369,295
182,803
159,717

107,627
357,150
712,435

8,604,989
1,766,460

1,097,282
3,300,014

17,905,340 10,202,127 79,267 1,484,222 29,670,956 2,714,577 32,385,533
4.347.249 57,958,19231,078,177 20,969,277 79,267 1,484,222 53,610,943

4,263.952 1,005,671 3.302.541 594,982 273 650 4 893 4969 167 146

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3 受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
役員報酬
法定福利費
福利厚生費
人件費計

(2)その他経費
交際費・会議費
旅費交通費
賃借料 (リ

ース・家賃)

保険料
印刷製本費
通信運搬具
消耗品・備品費
修繕費
水道光熱費
広告・イベント開催:

外注・委託費
支払手数料
研修費
減価償却費

為替差損
その他事業費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



3.使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は■7,510,847円 ですが、そのうち744,567円 は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約 されていない正味財産は-18,255,414円 です。

4.固定資産の増減内訳
(単 円 )

5.借入金の増減内訳
(単位 :円 )

科 目 期首残高 当タ i入 当期返済 期末残高

借入金

合計

34,631,355 3,900,000 30,731,355
34,631,355 3,900,000 30,731,355

6.役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の核分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当・法定福利費・通勤交通費・地代家賃については、従事割合
に基づき按分しています

その他の事業に係る資産の状況

円

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考
1,435,757 1,168,000

1,992,692

2,857,000

1,749,558

2,525,054

750,000

1,131,720

24,009,097

1,859,190

1,038,301

750,000

1,992,692

2,857,000

1,749,558

1,131,720

24,009,097

744,567

1,486,753

0

1.435.757 36.183.121

第11回母子手帳会議寄付金等

シエラレオネ指定寄付

ケニア助成金 (日 本国際
協力財団/NPO一般型)

ケニア助成金 (味の素
ファンデーション)

ケニア助成金 (ト ヨタ
自動車株式会社)

ケニア助成金 (テルモ生
命化学芸術財団)

ケニア補助金 (外務省 )

ケニア補助金 (在 ケニア

日本国大使館)

合計 35,387.558 2.231.320

事業年度は4月 ～3月 残高は、2019年 7月 ～2020年 3月 分

寄付金874,000円。協資金も併せて計上しています。

残高は次回会議への使途に制約。

今期助成金の入金総額は1.982,70円

当期増加額との差額1.487.073円 は前受金として■借対象表

に計上しています。(前期前受金1.497.∞0円 )

今期助咸金の入金総額は2.300.(XO円

当期増加額との差額2.122.500円 は前受金として貸借対照表

に計上しています。(前期前受金2.149.500円 )

今期助成金の入金総額は4090.150円

当期増加額との差額2.3“ .592円 は前受全として貸借対照表

に計上しています。

今期補助金の入金総額は1.101.720円

今期補助金の入金総額は466.969S

当期増加額(219,580S)と の差額246.389Sは前受金として

費借対照表に計上しています。

今期助威金の入金総額は0円

前期前受金750.(ЮO円 。

科 目 期首取得価額 取 得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳網i価額

50,000 0

8,928,588

543,880

50,000 0

8,928,588
543,880

0

1,539,843
226,617

0

7,388,745

317,263

50,000 9,472,468 50,000 9,472.468 1,766,460 7,706,008

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

投資その他の資産

出資金

合計

科 目
計算書類に計
上された金額

内、役員との

取引

内、近親者及
び支配法人と

の取引

694,000
6,407,955

22.494,264

30,000
915,000
500,000

29,596,219 1,445,000

30,731,355 8,031,355 11,500,000
30,731.355 8,031.355 11.500,000

(活動計算書)

受取会費
受取寄付金 .
給与手当 (事業費)

活動計算書計

(貸借対照表)

短期借入金

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

B-1

平成30(2018)年 度 財産目録
令和1(2019)年 6月 30日 現在

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人HANDS

未払金

flli皇墨里
交通費等

巣萩乙薯奮
県量喬集念金

そ の

金   額 ,rl\ + 合   計

322,114

1,018,983

12,910,142

28,743,292

952.594

A
1

現金

東京有高 117,486
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書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

平成30年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載 した名簿)

特定非営利活動法人HANDS (Health and Development Service)

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

図以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

日各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)氏   名

1 巨ヨ・監事
ヨコタマサシ 平成30年 7月 1日

令和元年6月 30日

年

年

月

月

日

日横田 雅史

2 匡ヨ・監事
リ セツコ

李 節子

平成30年 7月 1日

令和元年6月 30日

年

年

月

月

日

日

3 匡ヨ・監事
カミヤ ヤスヒコ 平成30年 7月 1日

令和元年6月 30日

年  月  日

年  月  日神谷 保彦

4 巨ヨ・監事
トヨカワ ノリコ

豊川 紀子

平成30年 7月 1日

令和元年6月 30日

年  月  日

年 月 日

5 匡∃・監事
フシ・イ チエミ

藤井 千江美

平成30年 7月 1日

令和元年6月 30日

年 月

月

日

年 日

6 理事・匡∃
タナカ テツシ

゛

田中 徹

平成30年 7月 1日

令和元年6月 30日

年  月  日

年  月  日

7 理事・監事

年

年

月 日

曰月

年 月

月

日

日年

8 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年 月 日

9 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

10 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人肌NDS(Health and Developmnt Service)

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 中村 安秀

2 横田 雅史

3 板東 あけみ

4 寺田 美和

5 高橋 和枝

6 西原 三佳

7 篠原 都

8 渡辺 学

9 奥田 鹿息子

10 大西 真由美

11 八日市谷 泉美
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